予算要求資料
平成30年度当初予算　　　支出科目　款：民生費　項：児童福祉費　目：児童保護費　　　
	事業名　低年齢児保育促進事業費補助金


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　健康福祉部　子ども・女性局　子育て支援課　保育支援係

電話番号：058-272-1111（内2629）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　E-mail： c11217@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　70,885千円（前年度予算額：64,815千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	64,815
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	64,815

	要求額
	70,885
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	70,885

	決定額
	70,885
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	70,885


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
○保育所の入所者は、年度後半に向けて増える傾向にあり、想定を超える児童の増加に対して保育士が確保できなかった市町村において、待機児童が発生している状況。
○そのため、引き続き当事業の実施により、保育士の確保を強力に支援しなければならない状況に変わりない。
○当事業の実施により、年度当初から保育士を確保することができ、これにより、入所申込みから入所決定に至るまでのタイムラグを少なくすることができる。
（２）事業内容

○低年齢児保育担当の保育士を年度当初から加配している私立保育所等に必要な経費を補助する。
【補助要件】　　

・当該年度の5月から翌年3月までの間、保育士配置基準で1.0人以上の保育士加配が必要となる数の低年齢児が入所した私立保育所等に対して補助
【補助基準額】1保育所等1人あたり　年額1,367千円

【事業主体】　市町村

　
（３）県負担・補助率の考え方

【補助率】　　県１／２、市町村１／２
（４）類似事業の有無　　無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	補助金
	70,885
	低年齢児保育の実施に係る経費（保育士人件費等）

	合計
	70,885
	


	　決定額の考え方　



４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
　①長期構想　

Ⅴ　ふるさと岐阜県を未来につなぐ人づくり

　　　　○地域での子育て支援を充実する
　②岐阜県少子化対策基本計画（第３次）　
第４章　政策の３つの柱に基づく施策の方向

Ⅱ　３（１）幼児期の教育・保育の充実　
（２）国・他県の状況
・13県において類似事業を実施（平成28年11月時点）
（３）後年度の財政負担
・今後の待機児童の発生状況をみて、当事業の継続を判断する。
県単独補助金事業評価調書
	□  新規要求事業

	■  継続要求事業


	補助事業名
	低年齢児保育促進事業費補助金

	補助事業者（団体）
	市町村
（理由）保育の実施主体であるため。

	補助事業の概要
	（目的）低年齢児の保育所等への年度途中入所を円滑化する。

（内容）年度当初から低年齢児担当保育士を加配した保育所等に対する市町村を経由した補助金。

	補助率・補助単価等
	定額・定率・その他
（内容）１／２
（理由）保育の実施主体である市町村と同率の負担とするため。

	補助効果
	待機児童の解消

	終期の設定
	終期３１年度

（理由）３１年度までに待機児童の解消を図るため。

	（事業目標）

待機児童の解消を図り、保護者がいつでも希望する保育所等へ子どもを入所させることができるようにする。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前

(H19年度)
	目標

(H28年度末)
	目標

(終期)

	①低年齢児の待機児童数（累計値）
	139名
	0名
	0名


	
	H26年度
	H27年度
	H28年度
	H29年度
	H30年度

（要求）

	補助金交付実績
	58,149千円
	60,706千円
	32,154千円
	(予算額)

64,815千円
	(要求額)

70,885千円

	指標①目標
	0
	0
	0
	0
	0名

	指標①実績
	138名
	47名
	119名
	(推計値)

100名
	(推計値)

0名

	指標①達成率
	％
	％
	％
	(推計値)
％
	(推計値)
100％


（前年度の成果）

	加配保育士の配置により、低年齢児435名の年度途中入所の円滑化を図った。


（今後の課題）

	　待機児童の解消のみならず、発生予防の観点からも当事業の積極的な活用を働きかける必要がある。


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○
	年度当初から保育士を確保していた方が、入所申込みから入所に至るまでのライムラグが確実に少なく、一時的な待機状態も回避できる。また、保育士加配を行っている期間は、余力を持って他の保育士の手助けをすることもでき、職場環境の改善にも寄与している。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている

△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○
	平成２８年度において、年度途中に新たに待機児童が発生した市町村は３市町であり、近年減少傾向にある。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○
	保育士加配を行っても、年度途中に、必要な数の低年齢児が入所しなかった場合は、補助の対象から除外することとし、事業の効率性を高めている。


（事業の見直し検討）

	国の待機児童加速化プラン（Ｈ２５）に呼応する形で、平成２６年度に、補助対象を「１施設１人」から「１施設無制限」に拡大したが、適正化を図る観点から、平成２８年度に、現行の「１施設１人」として事業見直しを行った。


（終期到来時の翌年度以降の事業方針）
	継続・削減・統合・廃止

（理由）待機児童数ゼロを継続するため、補助事業を継続する。


